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１．留萌川の概要と主な課題～留萌川の地形的特徴～
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大和田地区
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留萌川

留萌ダム

藤山駅

幌糠駅

峠下駅

留萌開発建設部

昭和63年洪水時の
浸水範囲

① 山地に挟まれた地形（谷底を流れるような地形）を流下することから、流域内に降った雨は短時
間で留萌川に集中する。

② 中上流部では狭隘な低平地が河川沿いに分散し、集落が形成されており、下流部では三角州
状の低平地に留萌市街地が形成され、留萌川が市街中央部を貫流する。

昭和63年洪水では市街地の1/3が浸水し、また急激な水位上昇が観測された。
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国道２３３号

ＪＲ留萌本線

高規格道路

幌糠駅

留萌消防団幌糠分団詰所
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病院

要配慮者利用施設

避難所

駅

凡例

留萌幌糠ＩＣ

１．留萌川の概要と主な課題～留萌川流域の主な課題（上流部）～

上流部の集落が位置する狭隘な低平地はほぼ全域にわたり浸水し、住宅のみならず、
限られた近傍の避難所施設においても浸水のおそれがある。加えて分散する地区を結ぶ
国道233号線をはじめとする避難路が途絶するおそれがある。



災害時拠点病院：市立病院
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１．留萌川の概要と主な課題～留萌川流域の主な課題（中流部）～

留萌市街部から高規格道路に至る国道233号線が、浸水により通行止めとなり、上流で
浸水が生じた場合の負傷者等の災害時拠点病院への搬送や、留萌市街地への避難が
困難となることに加えて、周辺市町村からの支援受入に時間を要するおそれがある。
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留萌幌糠ＩＣ
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駅

凡例
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留萌振興局

警察署

消防署

留萌駅

国道２３１号

国道２３２号

ＪＲ留萌本線

石油関連施設

水産加工場

水産加工場

水産加工場

留萌中心市街東部では、氾濫水の到達が速く、早期に避難困難水位に達することに加え、
氾濫水の広がりにより、広範囲にわたり１階部分が水没する懸念がある。当該地区には住
宅等が高密度で分布しており、災害時要配慮者利用施設も複数存在することから、高台の
避難所施設への水平避難や、施設内における垂直避難の迅速な実施が必要となる。

商業施設等の浸水により、中心
市街部の経済活動が停止する
おそれがあることから、市街部の
みならず周辺地域の住民への影
響も大きく、流域住民の消費活
動の着実な復旧のためには、水
防活動等による早期機能回復が
重要となる。

国道

ＪＲ

病院

要配慮者利用施設

避難所

駅

凡例

１．留萌川の概要と主な課題～留萌川流域の主な課題（下流部）～



２．現状の取組状況

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』、『避難勧告等の発令基準』、
『避難場所、避難経路』、『住民等への情報伝達の体制や方法』、『避難誘導体制』

・避難勧告の発令の目安となる氾濫危険情報の発表等の洪水予報を実施している。
・重大災害の発生のおそれがある場合には、留萌開発建設部長から留萌市長に対し
て情報伝達（ホットライン）をしている。

・洪水予報等の防災情報が受け手側にとってわかりにくいこともあり、防災情報の持つ
意味や、防災情報を受けた場合の対応について住民等の認識が不充分であることが懸
念される。

現状

課題

■留萌川洪水予報区間

■留萌川洪水予報実施区域

幌糠水位観測所

Ａ
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２．現状の取組状況

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』、『避難勧告等の発令基準』、
『避難場所、避難経路』、『住民等への情報伝達の体制や方法』、『避難誘導体制』

・避難勧告等の発令に着目したタイムラインを作成している

・避難勧告等の発令に着目したﾀｲﾑﾗｲﾝの運用実績が現時点では無いことから、訓練を通
じた精度向上と合わせて、円滑な運用を可能とするために、各地域における避難勧告
等の発令ﾀｲﾐﾝｸﾞや、避難情報の伝達方法等を予め整理することが求められる。

現状

留萌市の避難勧告等の発令に
着目したタイムライン

課題

Ｂ
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Ｃ ・現行の地域防災計画には、水位に対応した避難勧告等の発令基準や、発令対象地区が
明確に記載されておらず、災害時要配慮者利用施設等への情報伝達の手法等が定めら
れていない。



２．現状の取組状況

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』、『避難勧告等の発令基準』、
『避難場所、避難経路』、『住民等への情報伝達の体制や方法』、『避難誘導体制』

・浸水想定区域図に基づき、洪水ハザードマップを作成し浸水範囲、避難所、避難場所を

周知している。また、まるごとまちごとハザードマップを設置している

・避難経路を指定していないため、いざという時に避難路が浸水しているなど、適切に
行動できないことが懸念される。

留萌市洪水ハザードマップ（平成25年2月公表）
留萌市ホームページ http://www.e-rumoi.jp/

現状

まるごとまちごとハザードマップ設置状況

・市街地の大部分が浸水する可能性があるため、多くの避難者が集中した場合には、避
難所施設が不足することが懸念される。

・中上流部では国道の浸水により、災害拠点病院への搬送等が困難となることが懸念さ
れる。

・浸水想定区域図に記載された浸水深等の情報がリスクとして充分に認識されていない
ことが懸念される。

課題

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｈ
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・広範囲の浸水により、近傍の避難場所が利用できないことが懸念される。Ｇ



２．現状の取組状況

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』、『避難勧告等の発令基準』、
『避難場所、避難経路』、『住民等への情報伝達の体制や方法』、『避難誘導体制』

・河川水位、洪水予報等の情報をＨＰやテレビを通じて伝達している。
・避難に関する情報や避難の際の注意情報を、防災無線、広報車等により伝達する

とともに、ＦＭもえるを活用した情報発信も実施している（インターネット配信
も実施しており、スマートフォン等でリアルタイム情報取得が可能）。

現状

・高気密性住宅が多いことに加え、風雨などの騒音等により、音声による情報の聞き取
りが困難となることが懸念される。

・高齢者など一部の住民に伝わっていない可能性がある。文字・水位情報のみでは分か
りにくく、伝えたい情報が正しく伝わっていないことが懸念される。

Ｉ

Ｊ

・避難誘導は、地域防災計画に基づき市職員、警察、水防団が実施する。

課題

・地域防災計画には、市職員、警察、水防団が適切かつ迅速に避難誘導を行うこととさ
れており、迅速な活動のためにより連携が求められる。

Ｋ
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２．現状の取組状況

②水防に関する事項
『河川水位等に係る情報提供』、『河川巡視区間』、『水防資機材の整備状況』、『水防活動の実施
体制』、『その他』

・河川水位、洪水予報、水防警報、重要水防箇所等の情報をどのように活用すべきなのか、
個々の水防団員への周知が不充分である。

・河川水位、洪水予報、ライブ映像等の情報をＨＰやテレビを通じて伝達している。
・基準観測所の水位により水防警報を発表している。

現状

課題

Ｌ

国土交通省北海道開発局

河川リアルタイム情報
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２．現状の取組状況

②水防に関する事項
『河川水位等に係る情報提供』、『河川巡視区間』、『水防資機材の整備状況』、『水防活動の実施
体制』、『その他』

・平常時に水防活動の効率化を図るため、住民、関係機関と水害リスクの高い箇所
の合同巡視を実施しており、出水時には水防団等と河川管理者がそれぞれ河川巡
視を実施している。

・水防資機材は各関係機関で、事務所・水防拠点等に保有している。

現状

・住民を含む合同巡視が対象地区全てでは実施されておらず、リスク情報の周知が充分とは
言えない。

・中上流部における水防資機材保管場所が確保されていないことから、資機材搬入時間
の短縮が求められる。

Ｍ

Ｎ

課題
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留萌開発事務所

防災資材備蓄センター

留萌市役所



２．現状の取組状況

②水防に関する事項
『河川水位等に係る情報提供』、『河川巡視区間』、『水防資機材の整備状況』、『水防活動の実施
体制』、『その他』

・水防活動に関する専門的な知識等を習得する機会が少ないこと、水防団員が減少傾
向であることから、作業を的確にできないことが懸念される。

留萌市市民防災訓練（平成26年8月30日実施)

・災害発生時に地域で相互に協力できるよう、関係機関が連携して運動会形式の留
萌市市民防災訓練を実施している。

・市職員が「北海道地域防災マスター」を積極的に取得し、防災体制の強化に努め
ている。

・自助・共助による災害に強い地域づくりを目指し、リーフレットやＨＰで自主防
災組織の結成促進に取り組んでいる。

現状

課題

Ｏ
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２．現状の取組状況

③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
『排水施設、排水資機材の操作、運用』、『既存ダム・遊水地における洪水調節の現状』

・関係機関と連携した排水訓練を実施している
・水防資機材は事務所、水防拠点等に保有しており、非常時においては水防団等へ
の貸し出しが可能である

・大規模浸水時に早期に排水を行うため、既存の排水施設、排水系統を把握し、関係機関
の連携による排水計画を検討する必要がある。

関係機関と連携した排水訓練

現状

課題

・広域的な資機材等の保有状況や、非常時における支援要請手順について、共有が不充
分である。

Ｐ

Ｑ
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２．現状の取組状況

③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
『排水施設、排水資機材の操作、運用』、『既存ダム・遊水地における洪水調節の現状』

・平成22年4月より留萌ダムの運用を開始し、洪水調節により、平成25年9月洪水時には
約2mの水位低減効果（幌糠水位観測所）を発揮している。

現状
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留萌ダムによる洪水調節
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ダムに流れ込む水を貯め、
急激な川の増水を抑えました。

貯水位（m）
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常時満水位
40.85m

9月5日0時50分
ダムへ流れ込んできた最大流量

約140m3/s

下流の増水をピーク時で約
140m3/s抑えました。

ダムに貯めた水量
約170万m3

0

30

60

90

120

0

10

20

30

40

0
:
0
0

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

1
0
:
00

1
1
:
00

1
2
:
00

1
3
:
00

1
4
:
00

1
5
:
00

1
6
:
00

1
7
:
00

1
8
:
00

1
9
:
00

2
0
:
00

2
1
:
00

2
2
:
00

2
3
:
00

 
0
:
00

1
:
0
0

2
:
0
0

3
:
0
0

4
:
0
0

5
:
0
0

6
:
0
0

7
:
0
0

8
:
0
0

9
:
0
0

9/4  0:00～9/5  6:00
流域総雨量117mm（ダム流域平均）

流量(m3/s)

時間雨量(mm)

9月4日 9月5日

留萌ダム貯水位

時間雨量
累計雨量

時刻

12

14

16

18

20

22

24

避難判断水位 EL=18.50m

約２mの水位低減

水防団待機水位 EL=17.00m

はん濫危険水位 EL=19.50m

実績水位：17.74ｍ

ダムがなかった場合の
想定水位：19.45ｍ

はん濫注意水位以下に低下！！

水位（m）

はん濫注意水位 EL=18.10m

留萌川の水位の状況留萌川の水位の状況（幌糠水位観測所）

平成25年9月洪水時の効果



２．現状の取組状況

④河川管理施設の整備に関する事項
『堤防等河川管理施設の現状の整備状況及び今後の整備内容』

・計画断面に満たない堤防に対し、早期に嵩上げを実施するため、中流部で堤防整
備を実施している。

・無堤地区や計画断面に対して高さや幅が不足している堤防があり、洪水により氾濫す
る恐れがある

凡 例

計画断面堤防

計画断面に未たない堤防

堤防不要

Ｒ

課題

現状
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３．減災のための目標

■５年間で達成すべき目標

■上記目標達成に向けた３本柱

留萌川において水災害防止を目的として河川管理者が実施する堤防整備等の
洪水を河川内で安全に流す対策に加え、下記の取組を実施。

１．急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

２．社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

３．社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排水、施設運用等に
関する取組

留萌川の大規模水害に対し
「迅速・確実な避難」、「社会経済被害の最小化」を目指す
～急激な水位上昇に対応可能な迅速・確実な避難と氾濫域の洪水被害軽減を図る～

15



４．概ね５年で実施する取組

１）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策 ■危機管理型ハード対策 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

２）ソフト対策の主な取組

①急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動の
ための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項
・想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づいた避難場所・方
法の見直し、避難経路の検討

・道路管理者との連携による、高規格道路の活用も含めた避難経路及
び、避難行動の遅れに備えた高規格道路沿道施設の活用の検討

・タイムラインを活用した関係機関との連携による訓練の実施及び精
度向上

・避難のための時間等を考慮した避難勧告等の判断・伝達マニュアル
の作成及び、地域防災計画の見直し

・災害時要配慮者利用施設における水平避難のための時間や逃げ遅れ
等により垂直避難となった場合等を考慮した避難場所等の確保・訓
練等に関する取組を促進

・分かりやすい洪水予報伝文への改良
・気象情報発信時の「危険度」や「警報級の現象」の表示の改善

■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
・想定最大規模も含めた浸水想定区域図、浸水シミュレーション、家
屋倒壊等氾濫想定区域の公表

・想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づいたハザードマッ
プの作成と周知

・想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づいたまるごとまち
ごとハザードマップの作成と周知

・小学生を中心とした留萌川の洪水の特徴を踏まえた防災教育の実施
・関係機関の職員及び住民を対象とした水防災に関する講習会の開催
・コミュニティＦＭ放送やホームページ等を活用した、住民の水防災
意識啓発のための広報の充実

②社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する
取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
・毎年、重要水防箇所の見直しを実施するとともに、水防団や住民が参加
する水害リスクの高い箇所の共同点検を実施

・関係機関が連携した急激な水位上昇を想定した水防訓練を継続実施
・迅速な水防活動を支援するため、中上流部における一時的な保管方法を
検討の上、水防資機材を充実

・的確な水防活動等を実施するため、リーフレットの配布やポスター掲示を
通じ、水防団員数の確保を図る

・自衛隊等の災害派遣要請に係る調整方法について確認

■拠点施設等の自衛水防の推進に関する事項
・浸水想定区域内の拠点施設(警察、病院等)に対し、水害リスクについての情報
共有を図り、耐水化を促進

③社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排水、
施設運用等に関する取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する取り組み
・想定最大規模の洪水を想定し、資機材の配置・搬入経路・排水ルート等を
考慮した排水計画を作成

・訓練を通じ、排水ポンプ車等の災対車の出動要請に係る関係機関との調整
方法について確認

16



５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■洪水を河川内で安全に流す対策

○幌糠地区の堤防整備 【～平成32年度：留萌開発建設部】

○留萌市街地区の河道掘削 【～平成32年度：留萌開発建設部】

17

Ｒ課題対応：

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○堤防整備を実施
○河道掘削等を実施 － － －

平成29年度
実施予定

○継続実施 －
－ －



凡例 H27まで実施
H28実施
H29以降予定

全体延長 H27まで H28 H29以降予定

幌糠地区
堤防整備

2.2km 1.0km 0.8km 0.4km

留萌市

留 萌 川

0 2 4 6km

(H28)築堤0.8km

５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■洪水を河川内で安全に流す対策

18

Ｒ課題対応：

幌糠地区堤防整備

留萌市街地区河道掘削
河道掘削のため導流堤工事を実施



５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■危機管理型ハード対策

氾濫リスクが高いにも関わらず、当面の間、上下流バランスの観点から堤防整備に至らない区間などについて、平成
32年度を目途に決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう、堤防構造を工夫する対策を実施。

【～平成32年度：留萌開発建設部】

19

Ｒ課題対応：

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○天端保護（藤山右岸地
区）を実施 － － －

平成29年度
実施予定

○天端保護、裏法尻補強
を継続

－
－ －



0 2 4 6km

留萌市

留 萌 川
(H28)天端保護1.6km

全体延長 H28 H29予定 H30以降予定

天端保護 6.8km 1.6km 1.5km 3.7km

法尻補強 6.8km － 0.5km 6.3km

凡例 天端保護 法尻補強

H28実施
H29予定
H30以降予定

(H29)法尻補強0.5km

(H29)天端保護1.5km

５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■危機管理型ハード対策

20

Ｒ課題対応：



５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

○スマートフォンを活用したリアルタイム情報の提供のシステム構築 【平成28年度から実施：留萌開発建設部】

○洪水予報等をプッシュ型で情報発信するためのシステム構築 【平成29年度から実施：留萌開発建設部】

○高齢者に配慮し、防災ラジオなどの様々な情報伝達手段の整備を検討 【平成28年度から検討実施：留萌市】

21

Ｉ課題対応： Ｊ

Ｎ課題対応：○水防拠点の整備（藤山地区） 【～平成32年度：留萌開発建設部】

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○スマートフォン版「川
の防災情報」の供用を開
始

－ －

○防災ラジオの仕様、配
布先等について検討

平成29年度
実施予定

○洪水情報のプッシュ型
配信を平成29年5月1日よ
り開始
○洪水情報のプッシュ型
配信を活用した避難訓練
を実施予定

－
－

○洪水情報のプッシュ型
配信を活用した避難訓練
を実施予定
○津波浸水想定区域を対
象に、防災ラジオの無償
貸与実施予定



５．概ね５年で実施する取組～ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

簡易水位
計

22

Ｉ課題対応： Ｊ

日刊留萌新聞 平成28年4月1日

国土交通省

川の防災情報

画面はサンプルです

ＮＨＫ札幌放送局 提供

洪水予報や水防警
報などの情報を入
手できるリアルタイムで川

の水位情報を確認
できる。

NHKデータ放送画面

国土交通省北海道開発局

河川リアルタイム情報

PC・スマホでライブ映像が確認
できる

洪水予報や水防警報など
の情報を入手できる

リアルタイムで川の
水位情報を確認できる。

デジタル放送のデータ放送で
河川水位を確認できる



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

23

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ｅ課題対応： Ｆ Ｇ

○想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づき、避難経路途絶前の下流域への避難等を想定した避難
場所・方法及び経路の見直しを実施し、地域防災計画へ反映 【～平成30年度：留萌市】

○道路管理者との連携による高規格道路の活用も含めた避難経路及び、避難行動の遅れに備えた高規格道路
沿道施設の活用の検討 【 ～平成30年度：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○想定最大規模降雨
（L2）による浸水想定区
域図等を作成して公表

－ －
○地域防災計画の改定に
向けての準備

平成29年度
実施予定

○L2浸水想定を踏まえた、
中上流部の高規格道路を
活用した避難路、避難場
所等の検討

－ －

○地域防災計画改定予定



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

24

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ｅ課題対応： Ｆ Ｇ

浸水想定区域図（想定最大規模）

浸水継続時間（想定最大規模）

留萌市
地域防災計画
の全面改定を予

定



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

○タイムラインを活用した関係機関との連携による訓練の実施及び精度向上
【平成29年度から実施：留萌開発建設部、旭川地方気象台、留萌振興局、留萌市】

○各地域における避難勧告等の発令を判断するための情報や、住民への情報伝達方法及び伝達内容についての

市職員向けマニュアルの作成及び、地域防災計画の見直し 【～平成32年度：留萌市】

25

Ｂ課題対応： ＫＣ

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○平成28年5月、洪水予警
報等作成システムによる対
向演習を実施
○平成28年5月20日、留萌
川の洪水を想定した情報伝
達訓練を実施
◯平成28年7月12日、北海
道災害対策留萌地方本部指
揮室設営訓練に参加

○平成28年5月、洪水予警
報等作成システムによる対
向演習に参加
○平成28年5月20日、留萌
川の洪水を想定した情報伝
達訓練を実施
◯平成28年7月12日、北海
道災害対策留萌地方本部指
揮室設営訓練に参加

○平成28年5月20日、留萌
川の洪水を想定した情報伝
達訓練に参加
◯平成28年6月28日、管内
全域に大型台風の接近によ
る情報伝達訓練の実施
◯平成28年7月12日、北海
道災害対策留萌地方本部指
揮室設営訓練の実施

○平成28年5月20日、留萌
川の洪水を想定した情報伝
達訓練に参加
○地域防災計画の改定に向
けての準備

平成29年度
実施予定

◯情報伝達訓練の実施
○タイムラインに基づく訓
練計画の検討
○平成29年5月8日、洪水予
警報等作成システムによる
対向演習を実施

◯情報伝達訓練の実施
○平成29年5月8日、洪水予
警報等作成システムによる
対向演習を実施

◯情報伝達訓練の実施 ◯情報伝達訓練の実施
○地域防災計画改定予定



26



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

27

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ｅ課題対応： Ｃ

○災害時要配慮者利用施設における水平避難のための時間や逃げ遅れ等により垂直避難となった場合等を考慮
した避難場所等の確保・訓練等に関する取組を促進 【～平成32年度：留萌市】

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○要配慮者利用施設への
説明会の準備

○要配慮者利用施設への
説明会の準備

○要配慮者利用施設への
説明会の準備 －

平成29年度
実施予定

○平成29年5月26日、管内
要配慮者利用施設管理者
へ水害・土砂災害対応の
説明会を開催

○平成29年5月26日、管内
要配慮者利用施設管理者
へ水害・土砂災害対応の
説明会を開催

○平成29年5月26日、管内
要配慮者利用施設管理者
へ水害・土砂災害対応の
説明会を開催

－



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ｅ課題対応： Ｃ

日刊留萌新聞 2017.5.28

28

2017.5.26 水害・土砂災害への備えに関する要配慮者利用施設の管理者向け説明会

浸水想定区域図(想定最大規模)等のパネルを展示

●留萌振興局管内の高齢者施設、障がい
者・障がい児施設、児童施設、病院等より、
88施設の管理者65名(重複含む)が参加され
ました。



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

29

■情報伝達、避難計画等に関する事項

○分かりやすい洪水予報伝文への改良 【平成28年度：留萌開発建設部】
○気象情報発信時の「危険度」や「警報級の現象」の表示の改善 【～平成29年度：旭川気象台】

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○市町村や住民等に対し
越水等に関する切迫度が
伝わるよう洪水予報文を
改良

○気象情報発信時の「危険
度」や「警報級の現象」の表
示の改善の試行を実施

－ －

平成29年度
実施予定

－

○大雨警報（浸水害）・洪水
警報等の基準の改正及び「危
険度」や「警報級の現象」の
表示の改善し、平成29年5月17
日より運用開始

－ －

Ａ課題対応：



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

30

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ａ課題対応：

市町村や住民等に対し越水等に関する切迫度
が伝わるよう洪水予報文を改良

◯◯川の◯◯水位観測所（○○市○○）では、約◯
時間後には(はん濫危険水位)（レベル４）に達する見
込みです。

川沿いの◯◯市、◯◯町のうち、堤防の無い、また
は堤防の低い箇所などでははん濫のおそれがありま
すので、市町村からの避難情報に注意して下さい。

洪水予報文(主文)の改良例
改良前

◯◯川では、はん濫危険水位（レベル４）に達
する見込み

○○川の○○水位観測所（○○市○○）では、○○
日○○時頃に、避難勧告等の発令の目安となる「氾
濫危険水位（レベル４）」に到達する見込みです。
○○市、○○市、○○町では、〇〇川の堤防決壊等
による氾濫により、浸水するおそれがあります。市町
村からの避難情報に十分注意するとともに、適切な
防災行動をとって下さい。

改良後

○○川では、氾濫危険水位（レベル４）に到達
する見込み



５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

31

■情報伝達、避難計画等に関する事項 Ａ課題対応：

平成28年度、交通政策審議会気象分科会の提言による「「新たなステージ」に対応した防災気象情報と観測・予測技術のあり
方」を踏まえて、「危険度を色分けした時系列」や「警報級の可能性」の試行を実施し、平成２９年5月1７日に気象庁HP
で提供を開始した。

注意報・警報発表毎に更新 天気予報（05時、11時、17時）

週間天気予報（11時、17時）発表毎に更新

強風、波浪、高潮注意報

○危険度を色分けした時系列 ○警報級の可能性

参考 http://www.jma.go.jp/jp/warn/302_table.html

「危険度を色分けした時系列」や 「警報級の可能性」の表示改善の試行を実施



32



■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

簡易水位計

○想定最大規模も含めた浸水想定区域図、浸水シミュレーション、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表
【平成28年度：留萌開発建設部】

○想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づいたハザードマップの作成と周知 【～平成30年度：留萌市】

○想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図に基づいたまるごとまちごとハザードマップの作成と周知
【～平成31年度：留萌市】

５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

33

Ｄ課題対応：

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○想定最大規模降雨
（L2）による浸水想定区
域図等を作成して公表

－ －
○防災ガイドマップの改
定に向けての準備

平成29年度
実施予定

－ － －
○防災ガイドマップ改定
予定



■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

34

Ｄ課題対応：

○想定最大規模も含めた浸水想定区域図、浸水シミュレーション、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表

浸水想定区域図（想定最大規模）

浸水継続時間（想定最大規模）

留萌市
地域防災計画

の全面改定を予定



■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

○小学生を中心とした留萌川の洪水の特徴を踏まえた防災教育の実施
【平成28年度から実施：留萌開発建設部、旭川地方気象台、留萌振興局、留萌市】

○関係機関の職員及び住民を対象とした水防災に関する講習会の開催
【平成29年度から実施：留萌開発建設部、旭川地方気象台、留萌振興局、留萌市】

○コミュニティＦＭ放送やＨＰ等を活用した住民の水防災意識啓発のための広報の充実
【引き続き実施：留萌開発建設部、旭川地方気象台、留萌振興局、留萌市】

５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組
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Ａ課題対応： ＪＤ

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○平成28年9月4日、留萌小
学校にて防災教育・訓練を
実施
◯平成28年11月6日、留萌市
土砂災害防災訓練に参加
○新たな浸水想定区域図や
水ビジョンに基づく取組状
況等をHPにより公表

○平成28年9月4日、留萌小
学校にて防災教育・訓練を
実施
◯平成28年11月6日、留萌市
土砂災害防災訓練に参加
○平成29年1月24日、「水門
等水位観測員会議で「天気
予報と防災情報について」
の講義を行った

○平成28年5月26日、東光小
学校にて防災教育を実施(災
害全般)
○平成28年9月4日、留萌小
学校にて防災教育・訓練を
実施
◯平成28年11月6日、留萌市
土砂災害防災訓練に参加

○平成28年9月4日、留萌小
学校にて防災教育・訓練を
実施
◯平成28年11月6日、留萌市
土砂災害防災訓練を実施

平成29年度
実施予定

○平成29年5月26日、管内要
配慮者利用施設管理者へ水
害・土砂災害対応の説明会
を開催
○引き続き、防災教育の継
続実施するなど、水防災意
識啓発のための活動を実施
◯洪水情報のプッシュ型配
信による避難訓練を実施予
定

○平成29年5月26日、管内要
配慮者利用施設管理者へ水
害・土砂災害対応の説明会
を開催
○引き続き、防災教育の継
続実施するなど、水防災意
識啓発のための活動を実施

○平成29年5月26日、管内要
配慮者利用施設管理者へ水
害・土砂災害対応の説明会
を開催
○引き続き、防災教育の継
続実施するなど、水防災意
識啓発のための活動を実施

○引き続き、防災教育の継
続実施するなど、水防災意
識啓発のための活動を実施
◯洪水情報のプッシュ型配
信による避難訓練を実施予
定



■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組
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Ａ課題対応： ＪＤ

平成28年度留萌市市民防災訓練 概要

目 的： 大規模な地震・津波災害に備え、地域住民
が実践的かつ現実的な訓練を実施するととも
に、関係機関の連携や避難所における初期行
動等の訓練を具体的に実施することにより地
域住民の防災意識の高揚と防災体制の万全を
期することを目的とする。

実 施 日：平成28年9月4日（日）
実施場所：留萌市立留萌小学校（留萌市寿町２丁目）
主 催：留萌市防災会議
参加機関：留萌開発建設部、留萌海上保安部、旭川地方

気象台、陸上自衛隊留萌駐屯地、北海道留萌
振興局、留萌警察署、留萌消防組合、エフエ
ムもえる、留萌赤十字奉仕団、留萌市ほか

参加人数：約170人
訓練内容：避難訓練、洪水等災害体験、避難所生活体験、

消火訓練、煙体験、各種パネル展

参加者の感想

訓練実施状況

日刊留萌新聞【平成28年9月5日】

留萌川
るもいがわ

実施箇所

昭和63年8月洪水パネル展示

流水体験装置

浸水体験装置

◯大規模な地震・津波に備えた住民避難訓練において、昭和63年8月洪水パネル展示のほか、浸水体験装置（浸水時のドアの開けづらさを
体験）及び流水体験装置（流れる水の中での歩きづらさを体験）を用いた洪水等災害体験を行いました。



■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

５．概ね５年で実施する取組～急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組
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Ａ課題対応： ＪＤ

2016.5.26 防災教育の実施状況 (留萌振興局)

2017.5.26 要配慮者利用施設の管理者向け説明会状況2016.11.6 留萌市土砂災害防災訓練状況

2017.1.24 水門等水位観測員会議状況
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５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

○毎年、重要水防箇所の見直しを実施するとともに、水防団や住民が参加する水害リスクの高い箇所の共同点
検を実施

【引き続き実施：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】

39

Ｍ課題対応：

○関係機関が連携した急激な水位上昇を想定した水防訓練を継続実施
【引き続き実施：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】

課題対応： Ｋ ＯＬ

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○重要水防箇所の見直し
を行い、関係機関等に周
知している
○平成28年5月20日、留萌
川における洪水を対象と
した情報伝達訓練を実施
○平成28年6月28日、関係
機関と合同で重要水防箇
所の点検を実施
○平成28年8月2日、留萌
川において水防技術講習
会を実施
◯平成28年9月15日、排水
ポンプパッケージの操作
訓練を実施

○平成28年5月20日、留萌
川における洪水を対象と
した情報伝達訓練を実施

○平成28年5月20日、留萌
川における洪水を対象と
した情報伝達訓練を実施
○平成28年6月28日、関係
機関と合同で重要水防箇
所の点検を実施
○平成28年8月2日、留萌
川において水防技術講習
会に参加

○平成28年5月20日、留萌
川における洪水を対象と
した情報伝達訓練を実施
○平成28年6月28日、関係
機関と合同で重要水防箇
所の点検を実施
○平成28年8月2日、留萌
川において水防技術講習
会に参加

平成29年度
実施予定

○継続実施 ○継続実施 ○継続実施 ○継続実施



５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
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Ｍ課題対応：

2016.6.28 重要水防箇所の合同点検



５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
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課題対応： Ｋ ＯＬ

平成28年度留萌川水防技術講習会 概要

目 的： 出水時における水防活動及び水質事故対応
が円滑に実施されるよう、水防技術の向上と
伝承を図る講習会及び水質事故対応の技術向
上を目的とした水質事故対策資材の設置訓練
を実施する。

実 施 日：平成28年8月2日（火）
実施場所：留萌川左岸（留萌市高砂町）
主 催：留萌開発建設部
参加機関：留萌市、留萌消防組合、北海道留萌振興局、

留萌建設業協会
参加人数：43名
実施内容：水防工法講習

縄の結び方、土のうの作り方、積み土の
う工、木流し工

参加者の感想

概況

訓練実施状況

留萌川
るもいがわ

実施箇所

日刊留萌新聞【平成28年8月4日】

木流し工の講習

積み土のう工の講習縄の結び方の講習



５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
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課題対応： Ｋ ＯＬ

平成28年度留萌川水防技術講習会 概要

目 的：大雨災害時等において、自治体等への災害対
策用機械の出動・運用を、迅速かつ円滑に行
うため、災害支援協定を締結している留萌建
設協会を対象に、排水ポンプパッケージの性
能・機能、操作方法について、理解と知識を
深めてもらうことを目的とする。

実 施 日：平成28年9月15日（木）
実施場所：留萌川左岸（留萌市高砂町）
主 催：留萌開発建設部
参加機関：留萌建設業協会
参加人数：32名
実施内容：排水ポンプパッケージ出動、設置及び操作訓

練

参加者の感想

訓練実施状況

留萌川
るもいがわ

実施箇所

木流し工の講習 縄の結び方の講習

排水ポンプパッケージとは？
大雨等による洪水時において、住民の安全や生活を確保するため、川から溢れた水を排除する

資機材です。排水能力は、約10m3の水（風呂50杯分相当※）を1分間で排水可能です。
留萌開発建設部では、排水ポンプパッケージを、留萌開発事務所及び幌延河川事務所に各１台

を保有しています。※風呂１杯を200リットルと想定。

出動 操作指導

排水運転ポンプ設置



５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

○迅速な水防活動を支援するため、中上流部における一時的な保管方法を検討の上、水防資機材を充実
【平成28年度から実施：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】
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Ｎ課題対応：

○的確な水防活動等を実施するため、リーフレットの配布やポスター掲示を通じ水防団員の確保を図る 【平成28年度から実施：留萌市】
○自衛隊等の災害派遣要請に係る調整方法について確認 【引き続き実施：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】

Ｏ課題対応：

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○水防資機材の確保状況を
関係機関へ提供し、情報を
共有
○留萌川減災部会において
陸上自衛隊留萌駐屯地との
情報共有を図っている。

－

○水防資機材の確保状況を関
係機関へ提供し、情報を共有
○留萌川減災部会において陸
上自衛隊留萌駐屯地との情報
共有を図っている。
○平成28年11月28日開催留萌
防災行政ﾈｯﾄﾜｰｸ会議にて自衛
隊災害派遣要請について議題
とし説明

○水防資機材の確保状況を関
係機関へ提供し、情報を共有
○留萌川減災部会において陸
上自衛隊留萌駐屯地との情報
共有を図っている

平成29年度
実施予定

○水防資機材の確保と情報
共有について継続実施

－

○水防資機材の確保と情報共
有について継続実施
○自衛隊等の災害派遣要請に
係る調整方法についての確認
を継続実施
○防災訓練時等に確認

○水防資機材の確保と情報共
有について継続実施
○自衛隊等の災害派遣要請に
係る調整方法についての確認
を継続実施
○広報誌や市HP等により水防
団員の募集を行う予定



５．概ね５年で実施する取組～社会経済被害軽減のための的確な水防活動に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
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Ｎ課題対応：

水防資機材の保有状況の共有



５．概ね５年で実施する取組～社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排水、施設運用等に関する取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する取り組み

○想定最大規模の洪水を想定し、資機材の配置・搬入経路・排水ルート等を考慮した排水計画を作成
【～平成30年度：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】

○訓練を通じ、排水ポンプ車等の災対車の出動要請に係る関係機関との調整方法について確認
【平成28年度から実施：留萌開発建設部、留萌振興局、留萌市】
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Ｈ課題対応： Ｐ Ｑ

留萌開発建設部 旭川地方気象台 留萌振興局 留萌市

平成28年度
実施内容

○平成28年4月26日、水防
連絡協議会において災害
対策機械の出動要請に必
要な事項を説明
○平成28年9月15日、水防
技術講習会を実施
◯排水ポンプ車を幌延河
川事務所へ配備

◯水防連絡協議会に参加 ◯水防連絡協議会に参加 ◯水防連絡協議会に参加

平成29年度
実施予定

○継続実施
○想定最大規模の洪水に
対する排水計画案につい
て検討予定

○継続実施 ○継続実施 ○継続実施



５．概ね５年で実施する取組～社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排水、施設運用等に関する取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する取り組み
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Ｈ課題対応： Ｐ Ｑ

操作指導

ポンプ設置

幌延河川事務所に配備された
排水ポンプ車

平成28年9月15日 水防技術講習会にて実地訓練



減災対策協議会（道管理区間含む）今後の進め方

平成29年7月（出水期前）減災対策協議会設置
・既存の減災部会を法定協議会化。新たな構成員を追加（自衛隊、警察、消防、ＪＲ）
・道管理区間に関する現状のリスク情報、取組状況の共有
・取組方針（国管理区間）フォローアップ
・今後のスケジュールの確認

適宜 減災対策協議会 幹事会

・出水時の課題について共有
・新規構成員による取組項目等整理
・国管理区間＋道管理区間を対象として、概ね５年以内で実施する取組方針の見直し

平成29年度内 減災対策協議会
・取組方針（国管理区間＋道管理区間）の策定

・以降、出水期前に毎年協議会を開催し、フォローアップを実施
・取組方針についても必要に応じて見直し

規約の承認
協議会の設置

取組方針の承認
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